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事業Ｎｏ 事業名 事業概要 事業予定 期待される事業効果 事業始期 事業終期
総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

1
令和５年度価格高騰重点支援追加給付金
【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持
する。

給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯1,475世帯×70千円のうちR6計画分

物価高の影響を受けている低所得の方々の生活を維持 R6.1 R6.4 26,642,000 26,642,000

2

令和6年度上板町低所得者支援給付事業
令和6年度上板町価格高騰重点支援こども加
算給付事業
令和6年度上板町低所得者支援及び定額減
税補足給付金（調整給付）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持
する。

低所得世帯への給付金及び事務費
R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　316世帯×100千円、令和６年度非
課税化世帯　310世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世
帯　150世帯×100千円、子ども加算　336人×50千円、定額減税を
補足する給付の対象者　2474人　(49480千円）　　のうちR６計画分
事務費　7930千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　として支出]
低所得世帯等の給付対象世帯数（776世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（2474人）

物価高の影響を受けている低所得の方々の生活を維持 R6.8 R6.11 100,310,000 94,431,000

3
令和6年度上板町低所得者支援及び定額減
税補足給付金（調整給付）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うため、迅速かつ効率的な給付が可
能となるような、給付支援サービスを導入する。

デジタル庁が構築する給付支援サービスの導入・初期費用
給付支援サービスの導入・初期費用　3503千円
給付対象者、地方公共団体

給付支援サービスを導入することにより、物価高が続く中で低所得世
帯への支援を行うため、迅速かつ効率的な給付が可能

R6.4 R6.11 3,503,000 3,300,000

4
物価高騰による保護者負担軽減のための学
校給食費等支援事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯の支援として、保育所児
童・幼稚園児・小学校児童・中学校生徒の給食費支援を行う。

調理加工費10,098千円
燃料費104千円　原材料費7,205千円　委託料2,789千円
1月分～3月分の保護者負担分10,098千円
保育所3歳児主食費59人×1,000円×3月＝177千円
保育所3歳児副食費14人×2,000円×3月＝84千円
幼稚園　園児保護者負担負担額
97人×1,000円×3月＝291千円　　33人×3,000円×3月＝297千円
小学校児童保護者負担額458人×250円×50日＝5,725千円
中学校生徒保護者負担額261人×270円×50日≒3,524千円
全体事業費のうち、推奨事業メニュー交付金8,700千円以外の財源
は一般財源を充てる。
保育所、幼稚園児、小学校児童、中学校生徒の保護者（教職員の給
食は含まない）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯の支援とし
て、保育児童・幼稚園児・小学校児童・中学校生徒の給食費を支援

R7.1 R7.4（3） 10,098,000 8,700,000

令和６年度実施計画物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業

令和６年度


